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研究成果の概要（和文）：研究期間全体を通じて、研究成果として、書籍１冊、論文10編（うち査読付き5編）
を執筆、研究報告８回（国際学会６回、国内学会２回）を実施、また国際研究集会４回開催を挙げることができ
る。コロナ禍により研究実施が遅れる事態が発生したが、最終的には十分な研究成果を得たのではないかと考え
る。得られた研究成果は十分意義のあるものであり、社会に対しても何らかの貢献をしうるものと考える。

研究成果の概要（英文）：During the entire research period, I have published one book, written 10 
papers (including 5 refereed papers), presented 8 research reports (6 at international conferences 
and 2 at domestic conferences), and held 4 international research conferences as research results. 
Although the implementation of the research was delayed due to the COVID-19 pandemic, I believe that
 the final research results were satisfactory, which are significant enough to make some 
contribution to society.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
いくつかの新しい分析アプローチをさまざまな実証問題に適用し、そこから有意義な結果を得たことは学術的に
大きな意味を持つ。一例を挙げると、１人当たりアウトプットの収斂において、人的資本の蓄積や国際貿易の推
進が収斂を促進させうること(Matsuki(2019）,Economic Modelling)やcivil liberty, government integrityの
高さや貿易の自由度、さらには産業ロボットの設置台数の多さやICTの普及の高さも促進要因となりうることが
示された(Matsuki(2023), French-Japanese seminar presentation)。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｆ－１９－２ 
１．研究開始当初の背景 
 従来手法を用いたこれまでの実証研究において明確な結論が得られておらず、コンセンサス
が得られていない経済問題（特に経済発展問題等）について、研究代表者が提案している新し
いアプローチはこれらの問題を考察する上で有効であると考えられ、新たな結果が得られると
期待できる。また、国際共同研究を実施することで、より質が高く幅広い研究が実施できるこ
とが期待される。 
 
２．研究の目的 
本国際共同研究では、いくつかの新しい分析アプローチを用いて、コンセンサスの得られて
いない現実の経済問題（経済発展を中心とした諸問題）を考察し、結論を導くことを目的とし
ている。 
主要な問題の１つとして、１人当たり生産量の国家間での収斂の検証があり、ここではこの
問題を多角的に捉えて考察をすることで、より本質に迫ることを試みた。分析対象の時系列デ
ータには、1997年のアジア通貨危機や 2008年のグローバル金融危機という世界に甚大な影響
を与えた経済危機を含むため、経済構造変化や経済ショックの存在を考慮した分析手法の適用
が望ましく、ここではその点にも注力している（参考下図）。また、各国（各地域）の生産収束
を促進させる要因の特定にも注目した。その他にも、関連研究や派生研究も実施し、多角的に
経済問題を論じることで包括的な視点からの議論を試みた。 
図：アジア 10か国の１人当たり GDP（対数値） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本研究課題において、研究代表者は国際経済・国際金融問題を専門とする海外共同研究者 

Ming-Jen Chang教授（国立東華大学（National Dong Hwa University）から国立総合大学
（National United University）に移籍）と共に主導的立場から研究を実施した。さらに、Lei Pan
准教授（Curtin University）、Gilles Dufrénot教授（Aix-Marseille University）、Benjamin Keddad准
教授（Paris School of Business）との共同研究も実施し有益な学術的知見を得た。また、国内の
研究者との共同研究も行い研究発表や論文執筆を行うことで、本研究プロジェクトが重層的な
学術結果を得ることできたと考える。 
 
３．研究の方法 
（１）アジア諸国における１人当たり生産量の収斂を確認する研究（Matsuki(2019)）において、
複数の経済ショックや経済構造変化の存在を考慮しつつ、かつ生産量の収斂を促進する要因も
考慮した分析手法（covariate augmented Dickey-Fuller unit root test with structural 
breaks、以降 CADF test with break と呼ぶ）を開発し、アジア 10 か国に適用した。CADF 検定
の基本理論は Hansen(1995)で提案されたものであるが、ここではこれを複数回の構造変化が考
慮可能なように拡張を行い、そしてそれを経済発展問題に適用し、同時に収斂を促進する要因の
特定を行うことに用いている。 
  
（２）複数の仮説について、１つ１つ仮説検定を行い判断を下すと、多重性の問題に直面する。
そこで、多重検定手法を用いて多重性問題を回避しつつ複数仮説の検証を実施した。ここでは
CADF 検定統計量に Romano and Wolf(2005)の提案するブートストラップ法を用いた多重検定手
法を応用する形で Familywise error rate を 10％以下にコントロールして検定を行った。 
 
（３）アジア 10 か国の産業部門について、多くの国では製造業部門と金融業部門のウェイトが
高いことから、これら２部門の生産性を計算し、各国間で部門間の生産性の収斂が発生している
かどうかを CADF test with break を用いて検証した。また、生産性の収斂が一国全体のアウト
プットにおける収斂と関係しているかどうかを確認した（Matsuki(2020)）。 
 



（４）1953-2019 年の 41 か国について、CADF with break 手法を用いて、１人当たり生産量の収
斂の検証とそれを促進させる要因の確認を行った。ここでは Reference country としてアメリ
カを採用した。また次のステップとして、収斂が確認できた 31 か国について、パネル推定によ
り制度的要因を含めた複数の変数が収斂を促進させうるかを検証した。最後に、絶対的収束を２、
相対的収束を１、収束なしを０として、ordered logit model を用いて収斂を促進させうるいく
つかの有力な要因について分析を行った（Matsuki(2023), French-Japanese Webinar in 
Economics 報告)）。 
 
４．研究成果 
（１）CADF test with break の手法を用いることにより、構造変化を持つ時系列に対して単位
根検定の検出力が向上し、従来の方法では検出できなかった生産量の収斂の証拠をより多く発
見することができた。下図は結果の一部であり、収斂の対象国（Reference country）を香港と
したときの２回の構造変化を考慮した covariate augmented Dickey-Fuller unit root test の
検定結果である。従来手法では検出できなかったマレーシア、インドネシアなどの収斂を検出で
きている。同時に、どの要因が収斂の促進に寄与したかも判明している。マレーシアのケースで
は、貿易の対 GDP 比、政府支出の対 GDP 比、人的資本が寄与している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）以下は CADF 検定統計量（構造変化なし）について、Romano and Wolf 法を用いて多重検
定を行った結果である。Familywise error rate を 10％以下でコントロールしても検定結果は
個別検定とは大きく異ならなかった。しかし、本結果は多重性を考慮したもとで得られたもので
あるためより頑健であることが明らかとなったといえる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ρ2 break 1 break 2 ρ2 break 1 break 2 ρ2 break 1 break 2 ρ2 break 1 break 2
China -1.923 0.25 1986 2010 -2.322 0.43 1993 2005 -0.456 0.99 2009 2010 -3.328 0.88 2002 2006
Indonesia -0.348 0.91 1975 2010 -4.260 0.98 1998 2008 -1.227 0.94 1976 1984 -3.244 1.00 1998 2007
India -2.960 0.14 1976 2000 -4.563 0.87 1976 2006 -1.658 0.86 1976 2006 -5.305 * + 0.72 1976 2006
Korea -3.503 0.99 1976 1985 -3.498 0.90 1988 1994 -3.903 0.59 1976 1988 -3.674 0.93 1988 1994
Malaysia -2.542 0.79 1976 1985 -5.606 ** ++ 0.82 1986 2008 -0.236 0.75 1977 2008 -4.405 0.95 1986 2008
Philippines -0.745 0.99 1976 2000 -3.787 0.63 1976 1983 -0.665 0.94 1976 1996 -2.532 0.98 1983 1999
Singapore -3.469 0.96 1991 2005 -4.259 0.79 1986 2005 -3.013 0.87 1991 2005 -3.296 0.93 1985 2005
Thailand -3.133 0.11 1986 1997 -4.433 0.21 1993 2008 -0.695 0.98 1997 2006 -3.762 1.00 1998 2008
Taiwan -2.801 0.68 1998 2000 -3.169 0.93 1982 1995 -2.580 0.91 2000 2009 -3.048 1.00 1983 1995

ρ2 break 1 break 2 ρ2 break 1 break 2 ρ2 break 1 break 2 ρ2 break 1 break 2
China -0.249 0.99 2009 2010 -2.815 0.27 1986 1999 -0.579 0.94 2009 2010 -3.190 0.96 1998 2006
Indonesia -0.477 0.38 1983 2006 -5.158 * + 0.62 1998 2008 -0.600 0.87 1986 1997 -3.401 0.87 1998 2007
India -1.578 0.04 1976 1990 -3.331 0.78 1977 2006 -1.784 0.42 1976 2005 -3.874 0.90 1976 2006
Korea -4.348 0.45 1976 2006 -3.565 0.99 1988 1994 -3.620 0.22 1976 2000 -3.370 0.51 1982 1994
Malaysia -1.653 0.90 1975 1984 -6.953 *** +++ 0.52 1986 2008 -1.251 0.75 1977 1986 -5.244 * + 0.92 1986 2008
Philippines -0.601 0.74 1976 1997 -3.109 0.55 1983 2000 -0.677 0.32 1983 1997 -2.707 0.38 1984 2000
Singapore -5.581 *** +++ 0.22 1988 2000 -5.577 ** ++ 0.20 1988 2000 -3.325 0.95 1991 2005 -3.600 0.98 1991 2005
Thailand -0.758 0.84 1997 2006 -4.684 0.50 2000 2008 -0.662 0.41 2000 2008 -4.160 0.79 2000 2006
Taiwan -2.987 0.70 1999 2000 -3.177 0.95 1983 1995 -2.824 0.62 1999 2000 -4.092 0.04 1976 2006

ρ2 break 1 break 2 ρ2 break 1 break 2
China -0.554 0.67 2009 2010 -2.442 0.84 1998 2006
Indonesia -0.314 0.87 1976 2004 -2.887 0.94 1998 2007
India -1.153 0.87 1976 2006 -4.455 0.84 1976 2006
Korea -3.736 0.92 1976 1985 -3.518 0.94 1988 1994
Malaysia -0.636 0.76 1977 2007 -4.173 0.97 1986 2008
Philippines -0.485 0.99 1976 1999 -2.767 1.00 1983 1998
Singapore -3.091 1.00 1991 2005 -3.658 0.99 1985 2005
Thailand -0.492 0.96 1997 2006 -3.611 0.99 2000 2008
Taiwan -2.342 1.00 2000 2009 -3.051 1.00 1983 1995

Covariate: Inflation rate

Covariate: Government expenditure/GDP ratio Covariate: Human capital index

Covariate: Trade/GDP ratio

t t t t

t

w/o constant w/ constant

w/o constant w/ constant w/ constantw/o constantCountries
t t tt

w/o constant w/ constantCountries

Table 7b. Results of the CADF test with two endogenous structural breaks (Reference country: Hong Kong)

***, **, and * denote statistical significance at the 1, 5 and 10% levels of the asymptotic distribution of the test, respectively, and +++, ++, and + denote statistical significance at the 1, 5, and 10% levels of the finite-sample
distribution (T = 50) of the test, respectively. These percentage points of the tests are displayed in Table A4 in the Appendix.

w/o constantCountries
t

Covariate: TFP index
w/ constant



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）以下の図では Mは製造業、Fは金融業を表し、濃い線が絶対的収束、淡い線が相対的収束
を表している。また、線の太さが収斂の証拠の多さ（仮説の棄却数の多さ）を表している。シン
ガポール（SGP）と香港（HKG）を中心とした１人当たり生産量の収斂に対して、対シンガポール
では金融部門の生産性収束が寄与している場合が多く、一方で対香港の場合には製造業と金融
業の両方が寄与していることが観察される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）以下は CADF 検定を実行した際の棄却できた仮説数である。朱字で示されている部分が従
来法よりも特に多く棄却できたことを示している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
以下の結果はパネル分析の推定結果である。Civil liberty、Overall economic freedom、
government integrity、Trade freedom、Robots per employees、ICT がマイナスで有意であり、



これは US との１人当たり GDP（対数値）の差を縮める（つまり収斂を促進させる）ことに寄与
していることを示している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
以下は ordered logit model の推定結果である。ここでも Civil liberty、Trade freedom、
Robots per employees は収斂を促進させる（収束なし０から相対的収束１、または相対的収束
１から絶対的収束２への移行を促進させる）ことが分かる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本研究課題においては、上述の研究以外にも数多くの関連研究や派生研究を実施しており、そ
れらの多くは学術論文として出版済みである（主な発表論文等を参照）。これらの研究成果は、
本研究課題が重要なものであると同時にその波及分野が多岐にわたることを示唆している。 
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